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戦問期日本における近代・伝統部門間賃金格差

斎　藤　孝

　　　　　　　　i
　本論は，戦間期（1920～30年代）の日本における近代・伝統部門の代表として工業・農業をとりあ

げ，農工間賃金格差のダイナミックスの要因について理論的・実証的に考察したものである．従来の

議論では，近代・伝統部門間の賃金決定方式の相違を明示的に導入したモデルを欠き，また賃金格差

の要因とされた要素（p格差形成への寄与を定量的に把握する試みはなかった．そこで本論では近代部

門に労使のバーゲニング，伝統部門に過剰就業を導入して民間期の日本の労働市場を描写するモデル

を構築し，賃金格差の要因を理論的に検討し，モデルと長期統計を用いて賃金格差の要因分解を行い，

次の見解を提示する．「賃金格差に最も影響力のあった要因は近代部門における内部労働市場の形成
に伴う労使の交渉力の変化であり，伝統部門における労働力の滞留がそれに続く．また従来の議論で
強調された農産物価格の暴落や近代部門の技術進歩は格差形成への寄与が小さかった」

1．はじめに

　本論の目的は，日本の深間期（1920～30年代）

における近代・伝統部門間賃金格差のダイナミ

ックスについて，理論的・実証的に考察するこ

とにある．・具体的には近代部門の代表として工

業を，伝統部門の代表として農業をとりあげ，

農工間賃金格差の急激な拡大と縮小の要因が分

析対象となる1）．

　ここでは第1に，従来の議論において戦間期

の農工間賃金格差の要因として強調されていた，

昭和恐慌期における米・繭などの農産物価格の

暴落，農業をはじめとする伝統部門での労働力

の滞留，そして工業をはじめとする近代部門に

おける技術進歩という3つの要因について，そ

の賃金格差形成への寄与を定量的に検討し，農

産物価格の下落と近代部門の技術進歩は格差形

成への寄与が小さく，伝統部門における労働力

滞留の寄与の大きいことが示される．第2に，

賃金格差の拡大・縮小にもっとも影響力をもっ

た要因は，従来の議論で強調されていた労働力

滞留に象徴される伝統部門の労働市場における

構造的要因よりもむしろ，内部労働市場の形成

に見られる近代部門の労働市場における構造変

化であったという見解を提示する。

　本論の構成は以下の通りである．第2節で戦

間期の農工間賃金格差についての従来の議論を

サーヴェイし，その問題点として次の2つを指

摘する．第1に，従来の議論では伝統部門にお

ける賃金決定方式の考察に力点がおかれ，伝

統・近代部門間の賃金決定システムの相違を明

示的に導入した理論モデルを欠いていたこと，

そして第2に主張された賃金格差の要因の格差

形成への寄与を定量的に把握する試みがなされ

なかったことである．これを受けて第3節では，

近代部門に労使のバーゲニング，伝統部門に過

剰就業を導入した戦間期の蛍働市場を描写する

簡単な理論モデルを構築し，賃金格差の要因を

理論的に検討する．第4節では構築したモデル

と長期統計のデータに基づく農工間賃金格差の

要因分解を行い，賃金格差の形成要因について

定量的に検討する．第5節は結論とする．

2．戦間期日本における農工間賃金格差に

　　ついての従来の議論とその問題点

　日本においては，1920～30年代にかけての

「戦間期」において，農業と製造業の賃金格差の

急激な拡大と縮小が観測された．このような農

工間賃金格差の拡大現象は，戦間期以前には観

察されなかった2）．

　さらに図1に各部門名目賃金の絶対水準の推

移を描いた．図1からは特に昭和恐慌期（1929一
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　　　図1．各部門の名目賃金の推移
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35年）において工業賃金（隔）が農業賃金

（研丁）に比べて硬直的であり，このことが賃金

格差の急拡大をもたらしたことが明瞭に読み取

れ，る．

　このような農工間賃金格差の急激な変動につ

いては，マルクス経済学を中心とする伝統的な

日本経済史においては勿論のこと（小野1976

など），近代経済学派の数量経済史においても

梅村（1961），南（1970），Kelly，　Williamson　and

Cheetham（1972），斎藤修（1996，1998）など，従

来から様々な議論がなされてきた．

　以上の諸議論に共通する特徴は，農工間賃金

格差の要因について，基本的に戦間期における

農業（伝統部門）労働市場の特質に考察の力点が

おかれていたことである．具体的には農工間賃

金格差の要因として，次の3点が挙げられてい

た．それは第1に，昭和恐慌期（1925－35年）に

おける米・繭などの農産物価格の暴落と低迷で

ある3）．第2に，二間期には農業・零細企業を

はじめとする伝統部門での人口圧力が強かった

が，製造業などの近代部門の雇用吸収力が人口

圧力を凌駕し得なかったために，伝統部門に過

剰な（限界生産力が実質賃金を下回る）労働力が

滞留したことであるの．そして第3に近代部門

における技術進歩である5）．

　次に従来の議論の問題点について述べよう．

上に挙げた賃金格差の3要因のうち，昭和恐慌

期における農産物価格の暴落と低迷については，

農業賃金が伝統部門の賃金の代表として，近代

部門の労働者にとっては外部の雇用機会（out－

side　option）における留保賃金（reservation

・噌一WM
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wage）としての性格を持っていたことを考慮す

べきである．農産物価格の低下がもたらす農業

賃金の低下は，近代部門の留保賃金の低下を意

味しており，したがって近代部門の賃金にも低

下圧力をかけて近代部門の雇用吸収力を増加さ

せる．近代部門の雇用吸収力の増加は，伝統部

門からの労働の流出を招いて伝統部門における

労働供給を減少させ，これが農業賃金への上昇

圧力となるため，そのぶん農産物価格の影響力

は弱まることになる．

　第2の労働市場をめぐる論点について言えば，

従来の議論では戦間期における伝統部門の労働

市場に考察の力点がおかれ，議論の背後に伝

統・近代部門間の賃金決定システムの相違を明

示的に導入した理論モデルを欠いていた．戦間

期には近代部門の労働市場においても内部労働

市場の形成という大きな構造変化が生じ，この

ことが先に図1でみた工業賃金の相対的硬直性

をうみだした．この点を無視しては農工間賃金

格差のダイナミックスを十分説得的に説明し得

ないであろう6）．

　第3の近代部門の技術進歩については，技術

進歩は近代部門の賃金に影響を与えるいっぽう，

近代部門の雇用吸収力を変化させ，伝統部門の

賃金にも影響を与える．したがって技術進歩の

賃金格差への影響を検討するためには，技術進

歩が近代・伝統両部門の賃金に与える効果をそ

れぞれ，検討すべきである．

　ところで，上に述べた3つの問題は理論的に

興味深いばかりでなく，その妥当性は実証分析

によって検証されるべきものである．従来の議
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論では，賃金格差の要因1とされた要素が，格差
の形成にどれほど寄与し謡いたのかを定量的に

把握する試みは行われな吟つた．そこで以下で

は，先行研究とわれわれめ主張の「尤もらしさ」

を検討するために計量経済学的手法によって実
　　　　　　　　　　1証分析をおこなう．
　　　　　　　　　　1

　3．モデルの設定と賃金格差の理論分析

3．1　日本の戦間期における労働市場の一般的

　　特性とモデル設定の方針について

　さて，町回期の日本の労働市場を描写するモ

デルを構築するためには，当時の労働市場がど

のような状況にあったのかについて明らかにす

る必要がある．

　まず，戦前期の伝統部門は大川一司（1955，

1975）の「過剰就業」や東畑精一（1956）の「全部

雇用」の状況にあり，1906－40年の期間平均で，

労働の限界生産性が実質賃金を下回る過剰人口

が伝統部門における全労働人口の57．2％を占

めていた7）。この実証結果に鑑み，本論のモデ

ルでは基本的に全部雇用の想定を受け入れる．

全部雇用の想定により，本論のモデルにおいて

失業者は顕在化しない．実際，日本の失業率は

歴史的にみて格段に低いことが知られている8）．

　次に，重化学工業大経営をはじめとする近代

部門の労働市場については中村（1971），兵藤

（1971），橋本（1984），尾高（1984），中馬（1987），

岡崎（1990）らの研究により繰り返し強調されて

いるように，次の点で特徴づけられる．第1に，

外国からの高度な導入技術に基づく急速な重工

業化にともなって9），今で言う「内部労働市場」

が確立され，近代部門の労働市場は伝統部門の

労働市場からあるていど隔離されていた．戦間

期の工業部門（特に重化学工業大企業）の労働市

場では，企業内教育制度，労働老の長期継続勤

務，企業内昇進，年功賃金制などの現代につな

がる企業システムの萌芽がこの時期に形成され，

当時，農業賃金はもはや工業賃金の最下限をな

すに過ぎなくなっていた10）．

　第2に，大企業において企業特殊的（firm・

specific）な技術体系に基づく「分断された労働

市場」が形成され，労働者の企業間移動が抑制

研　　究

されるようになったことである11）．

　第3に，労働者の団体交渉権こそ認められ’な

かったものの，第1次大戦後から1920年代前

半の労働争議の激化は，その後も経営者にとっ

ての潜在的な脅威となり，工場委員会制の普及

に見られるように労働者へのある程度の譲歩と

懐柔を考慮する必要が生じた12）．

　以上の3つの論点から言えることは，第1に，

野間期において近代部門の労働者が資本家に対

してインサイダーとしてのバーゲニング・パワ

ーを保有するようになったということである13）．

そこで本論では，工業部門での雇用・賃金決定

を一般化Nash交渉解（generalized－Nash－

bargaining　solution）を導入した2段階ゲーム

によって描写する．それ，は次のようなものであ

る．まず労働者と企業がNashの協調解として，

名目賃金を決め，その後に企業が雇用水準を決

定する14）．

　第2に，高度な導入技術に対応する労働者を

養成するための企業内訓練が普及したことであ

る15）．本論では，近代部門の労働者は企業内あ

るいは企業外において一定の費用をかけて技術

を習得するものとする．戦間期の日本において

は，技術進歩に伴って企業内訓練が企業外にお

ける技術習得に対して次第に比重を増していっ

たものと考えられる．

　本論のモデルの外生変数は，近代部門企業の

バーゲニング・パワー，農産物・工業製品の価

格，近代部門の資本ストック，近代部門の技術

進歩，人口である．これらのうち農産物・工業

製品の価格については，橋本（1984）の説くよう

に，戦間期の日本経済が基本的に世界経済に統』

合された小国であったと考えることにより正当

化されよう，

3．2　モデル

　経済の2部門をM（近代，都市，工業），T

（伝統，農村，農業）で表す．総人口をNとし，

2Vは与件とする，雇用量をしとして，部門間

の人口移動は自由とする．

2＞＝五7十ゐM （1）
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添え字はT，躍部門を表す．

　ガ（＝7㌧ル1）部門の名目賃金を既，財の価格

を君とする．3．1節でも触れたように戦間期

の日本は小国であり，両部門の財市場において

企業・労働者は完全競争的に行動する，すなわ

ち財価格を所与として行動すると仮定する．

　労働者はそれぞれ同質的な効用関数を持ち，

躍部門財で測った消費水準に関心があるとす

る16）．以下では簡単のため労働供給による不効

用は無視する．丁部門で雇用された場合の消

費水準は隅μ㌦，〃部門で雇用された場合の

消費水準は恥／島であるから，効用関数を次

のような型に特定化する1η．

z4（灘）　＝必，　　∬＝　肱「／馬　　07　　　罪丁／島　（2）

　丁部門では土地と労働LTを生産要素とし

て用いる．土地は固定的として生産関数を

、4（五丁）一LTα，0＜α＜1 （3）

とする18》．

　ル1部門では，企業は資本κと労働五Mを生

産要素として用いる．以下では生産関数Fを

Cobb＝Daglas型に特定化する．

F（κしの＝θLMβκ1一β （4）

　以上の設定のもとで，次に労働市場の均衡と

雇用・賃金決定について見よう．丁部門にお

いては，大川（1975）や尾高（1989）の主張する

「過剰就業のもとでの平等分配」が成り立って

おり，丁部門の賃金罪7は労働の平均価値生

産性に等しいとする19）．

隅一PT、4／L。一PTLτα『1 （5）

　躍部門の労働市場では，まず企業と労働者

（insider）が一般化Nash交渉解として名目賃

金恥を決定し，その後に隔を与件として

企業が雇用水準五Mを決定するという，2段階

ゲームが行われるものとする．ただし，労働市

場には多数の企業と労働者が参加しており，賃

金決定に際して丁部門賃金は所与であるとす

る．

　さらに，労働者は躍部門で働くための技術
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を身につけるために訓練が必要であるとする．

労働者1人あたりの訓練費用を7Rとして，企

業，労働者にとって与件とする．また，M部門

の雇用量五Mのうち，sの割合の労働者は企業

内訓練によって技術を身につけ，残りの1－s

の労働者は企業の外で技術を身につけるものと

し，企業内訓練の場合は企業が訓練費用を支出

し，企業外訓練の場合は労働者が自分で費用を

支出するものとする．なお，sは企業，労働者

にとって与件とする20）．

　ゲームの第2段階において，企業は財価格

島，生産技術（4），名目賃金隔，訓練費用

η～，および企業内訓練比率sを与件として，

利潤を最大化するように雇用五Mを決定する．

Max1㌦θLMβκ1一β一期五〃一∫7R、LM　　（6）
L耐

企業の雇用量および利潤Hは次のようになる．

　五〃＝｛（隔＋57R）／β島ε｝1〆（β一1）κ　　　（7）

11＝1㍉「θ｛ββ1（1一β）一β1〆（1一β）｝

　　｛（隔＋s7R）／職ε｝β／（β一’）κ　　（8）

　ゲームの第1段階における労働者の期待効用

は次のようになる．

〃＝s隔／PM＋（1－s）｛（隔一一）／篇｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　一｛昭一（1一∫）m｝／恥

　労使の交渉が決裂した場合に成立する威嚇点

（threat　point）においては，労働老は全員伝統

部門に吸収される．このとき，労働者の効用は

ル1部門財で測った丁部門賃金となり，企業の

利潤はゼロとなる．したがって（H，π）平面上

の点（0，恥／R∂が威嚇点である．

　以上の設定の下で企業と労働組合の最大化す

べきNash積は，次のようになる．

Max　Hθ｛（π一隅／拓）L〃｝1一θ　、（10）
WM

　ただしθは企業の交渉力（bargaining

power）を示すパラメーターであり，0≦θ≦1

である21＞．（7），（8），（9），（10）からM部門の

賃金肱および雇用量整形は，
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　　既「＝｛θ＋（1一θ）／β｝レrT

　　　　　＋｛θ一∫＋（1一θ）∠β｝71R　　　　　　（11）

L〃＝［｛θ＋（1一θ）／β｝（レ77＋71～）／凡θ］1！（β一1）κ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

となる22）．

　労働市場全体の均衡は，（1），（5），（11），（12）

から次のように書ける．

HZ7・＝P7（N一［｛θ＋（1一θ）Zβ｝

（罪7十7R）／几，ε］1！（β一1）κ）“一’

δ＝｛θ＋（1一θ）／β｝

＋｛θ一ε＋（1一θ）／β｝（7猶～ル77）

L毎＝［｛θ＋（1一θ）／β｝

（〃：T十7R）／1肋］1〆（β一’）1（

（E1）

（E2）

（E3）

ただしδ…防／隅であり，δは賃金格差を示

している．また（E1）は（5）にしT＝N－LMを代

入し，さらに（12）を代入した式，（E2）は（11）の

両辺を碓丁で除した式，（E3）は（12）である．上

の3つの式においてθ，PT，島θ，κ，！＞，　s，7R

を所与として，まず（E1）から隅が決まり，隅

を与件として（E2）から隔，（E3）から五Mが決

定される23）．

　上の（E1），（E2）から，賃金格差δの要因に

ついて，理論的には次のことが言える．①M

部門企業の交渉力θの低下，丁部門財の価格

PTの下落，人口Nの増加は賃金格差を拡大さ

せる．②M部門の資本κの蓄積，躍部門の

（付加価値）全要素生産性島θの上昇は，賃金

格差を縮小させる．なお2節で見た従来の議論

で強調された要因は，モデルの記号を用いると

P7，N，島θにまとめることができる．

　以下では次の4節でおこなう賃金格差の要因

分解のために，上の均衡体系から丁部門賃金

碓丁および賃金格差δについての誘導形を導出

する．外生変数θ，丹，島θ，κ，Nの初期条件

（θ0，P70，（島ε）0，凡，八ら）のもとにおける（E1）

～（E3）の均衡解の近傍で，（E1）式を確7およ

び各外生変数について対数線形近似することに

より，隅を

研　　究

lo9レF7＝ζzo十αllo9θ十α210gPT十α3109凡召

十ζZ4109．κ＋α51091＞，

α1，α2，α3，ごz4＞0，α5＜0　　　　　　　　　　　　　　　（13）

と解ける．ただし，α。～α5は外生変数の初期条

件によって決まる定数である24）．さらに（E2）

を隅および各外生変数について対数線形近

似することにより，賃金格差δは，

109δ＝δ0十δIIO9θ十δ2109陽，
　　　　　　　　　　　　　　　（14）
ろ1，ろ2＜0

と書ける．ただし，あ～ろ2は外生変数の初期条

件によって決まる定数である25）．

4．実証分析

4．1　賃金格差の要因分解に用いたパラメータ

　　一の推定について

　本節では，（13），（14）を直接推計することに

より賃金格差の要因分解を行ったが，M部門

企業の交渉力θについては代用指標として労

働組合数を用いた26）．労働組合数をσとおい

て，θが次のように書けるものとしよう．

109θ＝λ十μlo9σ，μ〈0 （15）

つまり労働組合数が多いほど労働者が強くなる

と考えるのである．（15）を（13），（14）へ代入す

ることにより，推計すべき連立方程式体系は次

のようになる．

｛log　HZT＝ゴ。十α〆llo9σ十α2109P7

十α3109、島ε十α4109κ十α51092＞

109δ＝わ〆。十∂〆1109σ十ろ2109四r

）
）ハ0
7

1
1

（
（

ただしα’0＝α0十λα1，α’1＝μα1，∂’0＝∂0十λわ1，∂’1

＝μろ1である．3．2節の分析によると，α’1，α5，

ろ2＜0，α2，α3，α4，∂’1＞0となる．

　次に，躍部門の技術係数εについては，θ≡

exp｛（z十τz））耐と置き，　M部門の生産関数を

推計することにより，εを推定した．ただし，z

は技術進歩率，Dは1923－1929年に1をとる係

数ダミー，τはダミーの回帰係数，乃は1920年

に1をとるトレンドである．推定結果はθ≡
exp｛（0．023－0．006D）耐となった27）．
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　以上の準備の下で，1920－1939年の期間につ

いて（16），（17）を推計した．推計方法は（16）は

最小2乗法，（17）は2段階最小2乗法によった．

推計結果は以下のとおりである．

lo9陽＝67．346－0．470109σ十〇．466109PT
　　　　（2．433）　　　　（一3．296）　　　　　　　　　　（3．044）

一〇．23810gP廿θ十〇．547109κ一4．0031091＞
　〔一1，194）　　　　　　　　　　　　（3．412）　　　　　　　　　　（一2，226）

1～2＝0．937　　1）π／＝1．850　　　　　　　　（Q16）

logδ＝1．554十〇．24610gσ一〇．54010gワ77
　　　（1．813＞　　　（3．942）　　　　　　　　　　（一5．495｝

1～2＝0．977，1）y7＝1．843　　　　　　　　　（（217）

係数の下の括弧内は’値である．（Q16）につい

てはσ，Pτ，κの係数（順にα’1，α2，α4）は1％で

有意，Nの係数（α5）は5％で有意であったが，

島θの係数（α3）は有意でなかった．（Q17）につ

いては，σ，隅の係数（順にδ’1，δ2）は1％で有

意であった．各係数の符号は，α3を除いて理論

分析の示唆するところと矛盾していない．なお，

（Q16），（Q17）は，順に有意水準1％，5％で系

列相関の可能性が否定され，両三の説明力は高
し、28）．

　係数α3の符号は理論分析と矛盾するものの，

以下では（Q16），（Q17）をそのまま分析に用い

ることにする29）．（Q16），（Q17）から賃金格差

δの理論値を求めることができる．この理論値

を用いて次節において賃金格差の要因分解を行

う．

4．2　農工間賃金格差の要因分解

　以下では，（16），（17），および（Q16），（Q17）

において推定した各パラメーターの値を用いて，

賃金格差δの理論値の対前年比について，σ，

」PT，1㌔ε，κ，　Nによる要因分解を行う．要因分

解に用いたパラメーターの値を再掲すると，α’。

＝67．346，α’1＝一〇．470，α2＝0，466，α3＝一〇．238，

α4＝0．547，ごz5＝一4．003，　Zプ。＝1．554，ろノ1＝0．246，

ゐ2＝一〇．540，θ＝exp｛（0．023－0．006D）耐であ

る．ただしぬは1920年を1とするトレンド，

Dは1923－1929年に1をとる係数ダミーであ
る．

　要因分解の方法は次のとおりである．所与の

初期条件（σ），PTO，（1㍉ε）。，臨，珊）のもとで，賃

金格差δおよび賃金格差の各要因σ，Pア，　P影，

κ，Nが時間の経過に伴い変化するものとして，

（17）に（16）を代入して得られる式の時間につい

ての階差をとることにより，次の要因分解式が

得られる．

lo9（δノδ随一1）＝（∂’1十わ2αノ1）109（こん／こみ＿1）

　十わ2α’2109（」PT／Pτオ＿1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
　十δ2α3109｛（P曜ε）ノ（島ε）卜1｝

　十δ2α4109（κノκ亡＿1）十δ2α5109（1＞ご〃〉‘＿1）

ただし，添え字’は時間を表す．（Q16），
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（Q17）において推定した各パラメーター，およ

び賃金格差の各要因の実測値を（18）に代入する

ことにより，賃金格差δの理論値の対前年比に

ついて，要因分解が可能となる．

　要因分解の結果は，各要因の累積寄与を描い

た図2に示してある．ここで累積というのは，

1921年を起点にして各要因の毎年の寄与を順

次たしあわせることである．

　図2から次のことが読み取れる．まず，従来

の議論で強調されていた農産物価格1〕7，人口

2＞，近代部門の全要素生産性1㌦θについて検討

しよう．∫）7については，賃金格差拡大への寄

与は従来の議論で強調されていたほど大きくな

い．累積寄与でみると米価暴落の影響で最も大

きかった1931年時点で18．69％拡大へ寄与し

ているものの，その後は縮小要因に転じた．P7

についてはむしろ，1932年以降における賃金格

差縮小への寄与が大きい（1931年から1939年

にかけて22．96％縮小へ寄与）ほどである．

（Q16）の係数α2の計測結果によれば，農産物価

格の1％の低下は農業賃金の0．47％の低下を

もたらしていたことになり，その影響力は半減

していたことが分かる．これは農産物価格の低

下が近代部門の留保賃金の低下をもたらし，近

代部門の雇用吸収力を上昇させていたことによ

るのである．

　Nについては，その寄与（図2の各年におい

研　　究

て，2つある黒い棒グラフのうち右側）は全般に

大きく，賃金格差δの理論値のもっとも高まっ

た1933年時点の累積で25．47％拡大に寄与し

ている．Nは景気が回復して賃金格差が縮小

した1930年代後半にも累積寄与を伸ばしてお

り（1939年時点で39．00％拡大に寄与），戦間期

の日本の労働市場における人口圧力の強さを物

語っている．

　島6については，（Q16）で係数α3が有意に計

測されなかったことから，賃金格差への影響力

は小さかったものと考えられる30）．

　次に，近代部門企業の交渉力θ（ここでは労

働組合数σ）について見よう．賃金格差δの理

論値の最も高まった1933年時点の累積でθは

61．97％拡大に寄与しており，5つの要因のなか

で最大となっている．このことから，1920－30

年代前半の賃金格差の拡大にはθの低下（近代

部門労働者の強化）が大きく寄与していたと言

えよう．一方，θの累積寄与は1930年代後半に

は急激に低下し，1935年の64．60％から1939年

には31．95％にまで低下している．つまりθは

35－39年にかけて格差縮小に32．65（＝64．60

－31．95）％寄与したことになる．これは同期間

に格差縮小への寄与が2番目に大きいκ（16．29

％縮小へ寄与）を大きくはなしている．このこ

とから1930年代後半の格差の縮小にもθの上

昇（近代部門労働者の弱体化）が大きく寄与して

図3．感応性テストの結果
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いたと言える．

　以上から従来も強調されていたように，伝統

部門における労働力滞留が農工間賃金格差形成

に大きな影響力をもっていたことが定量的に明

らかになった．しかし本論の実証結果に関する

かぎり，農工間賃金格差のダイナミックスに最

も影響力をもった要因は，むしろ近代部門にお

ける労使の交渉力の変化だったのである．
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4．3　労働組合と農工間賃金格差

　前節の要因分解において，戦間期の農工間賃

金格差に最も影響力を持っていたのは，労働組

合数σであった．本節では，この結論の頑健

性を2つの統計的テストによって確認した．第

1に，（16），（17）において帰無仮説をαノ1ろ’1＝

0（労使の交渉力が賃金格差にまったく影響しな

かった）として準尤度比検定を行った．第2に，

（17）のσの係数δ’1が，（Q17）で得られた値の

半分（0．123）であった（交渉力の賃金格差への直

接の影響力が半分であった）として，感応性テ

ストを行った．

　準尤度比検定については，検定統計量は15．36

となり，これは自由度2のZ2乗分布の上側

0．046％点に相当する．感応性テストの結果は，

図3に示されている3D．

　要因分解の様子は図2と大きく変わらない．

例えば，賃金格差δの理論値が最も高まった

1933年において労働組合数σの累積寄与（図3

の盛年において，2つある黒い棒グラフのうち

左側）は57．36％であり，2番目に大きい人口1＞

の累積寄与34．09％を大きくうわまわっている．

一方，1935－1939年における賃金格差の縮小に

ついては，σは30．23％縮小に寄与しており，

2番目に大きいκ（21．80％縮小へ寄与）を大き

くうわまわっている．以上から，戦間期の農工

間賃金格差のダイナッミクスに近代部門労働者

の交渉力の変化が影響を与えていたことは，統

計的にある程度の裏付けを得られたと言えよう．

　もっとも，労使交渉力が近代部門の賃金魚

の水準にはほとんど影響を与えていなかったこ

とには，注意が必要である．このことは，

（Q16），（Q17）より〃「部門賃金隔の労働組合

となることからも確認できる．すなわち，近代

部門において労働組合の交渉力が増すと，近代

部門の雇用が減少して伝統部門へ労働が移動し

て伝統部門の賃金を引き下げ，それが留保賃金

の低下を通じて結局は近代部門の賃金に低下圧

力をかけることとなるのである．

　これに対して資本κ，人口N，農産物価格

1〕Tといった賃金変動の市場要因に関する1砺

の弾力性はそれぞれ0．252［＝（1＋ゐ2）α4］，

一1．842［＝（1十δ2）α5］，0．215［＝（1十δ2）α2］，とカ〉

なり大きくなっている．このことから近代部門

の賃金の水準は資本蓄積，人口，農産物価格と

いった労働需給の要因によって規定されていた

と言えよう．

5．結論

　本論では，二間期日本における近代・伝統部

門間賃金格差の代表として農工間賃金格差をと

りあげ，二間期の日本の労働市場を描写する簡

単な理論モデルを構築したうえで，二男分解に

よって賃金格差の形成要因を定量的に明らかに

した．その結果，賃金格差の拡大・縮小に最も

影響力をもった要因が，工業部門における労働

組合活動に反映される労働者の交渉力であった

ことが分かった．従来の議論で強調されていた

伝統部門での労働力滞留も大きな影響力をもっ

たが，それだけで決定的なものではなかった．

農産物価格の影響力は，限られ，たものであった．

　近代部門の技術進歩の賃金格差への影響は小

さいものであった．このことは，近代部門労働

者の交渉力上昇の格差形成への寄与が大きかっ

たこととあわせて次のような含意をもっている．

すなわち，戦間期の近代部門における高度な導

入技術を中心とした技術進歩は，企業特殊的熟

練（firm－specific　skill）の形成による内部労働

市場の発生という経路を通じて賃金格差の形成

を実現したのであり，近代部門の生産関数をト

レンド的に上方ヘシフトさせるという経路を通

じての賃金格差への影響力は弱かったというこ

とである32）．

　本論における分析が歴史研究についてもつ含
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意は，次の2点に要約できる．第1に，洋間期

の日本の労働市場に関する従来の研究によって

築き上げられてきた一般的概念，すなわち人口

圧力によって伝統部門に過剰な労働がが滞留す

る一方で，近代部門においては高度な導入技術

に対応する企業特殊的熟練をもつ労働者による

内部労働市場が形成され，近代部門労働者は相

対的に高い賃金を享受していたという，いわゆ

る二重構造の発生を数量的に跡付けたことであ

る．第2に，戦前期の日本において，賃金変動

については従来から明らかにされているように，

労働需給という市場要因によって支配されてい

たのであるが，賃金構造については，近代部門

の労働組合という組織要因によって支配され’て

いた，というコントラストが明確にされたこと

である33）．

　　　（投稿受付日1999年7月23日・採用決定日
　　　2002年12月11日，東洋大学経済学部）

　注

　1）　このように農工2部門によって伝統・近代部門

を代表させる見方は二重構造論で一般的にみられる．

尾高（1984）p．3を参照されたい．実際，西川（1981；

pp．348－350）によれば，戦間期の日本において都市伝

統部門の賃金は農業日雇の賃金とほぼ均衡する水準に

あったとみてよい．

　2）斎藤修（1996）p．407．

　3）　農産物価格の下落と農工間賃金格差の議論につ

いては，小野（1976）pp．85－89，暉峻（1984）pp．58－72，

清水（1987）pp．256－270などを参照．

　4）週間期の農業部門における労働力滞留について
の議論は，梅村（1961）第9章，南（1970）pp．82－87，　pp．

110－122，暉峻（1984）pp．34－41，清水（1987）pp．270－

276．斎藤修（1996）pp．409－410，斎藤修（1998）p．63を参

照．ただしKelly，　Wllllamson　and　Cheetham（1972）

pp，245－252，265－273のような例外的な議論もあり，

そこでは日本の戦前期の農業部門における労働の限界

生産性と実質賃金の一致が前提され，賃金格差の拡大

は経済発展に伴う農業賃金の上昇による農村から都市

への移動コストの増加に求められる．しかし長期統計

に基づく実証研究によれば，旧聞期の農業においては

実質賃金と労働の限界生産性の一致は支持されない．

従来の学説の詳しい検討については，斎藤孝（1998）

pp．2－4を参照されたい．

　5）　工業部門の技術進歩と農工間賃金格差の議論に

ついてはKelly，　Williamson　and　Cheetham（1972）pp．

269－273，291－293を参照．

　6）　戦間期の近代部門における内部労働市場の形成

については，中村（1971），兵藤（1971），橋本（1984），

尾高（1984），岡崎（1990）を参照されたい．実際，近代

部門労働者の交渉力の指標と考えられる労働組合数
（労働運動史料委員会1959；p．424表4．1）および推定

組合組織率（労働運動史料委員会1959；p．424表5．1）

と農工間賃金格差（『長期経済統計』第8巻p．247第

27表の製造業総合男子の賃金を『長期経済統計』第9

巻p．220第34表の農業男子日雇の賃金で除したも
の）との相関係数をみると，前者が1920～1939年につ

いて0．966と極めて高く，後者についても1924～1939

年について0，714という値が得られた．また，（尾高
1984；pp．107－116）において分析されているように，

各産業における企業規模別の賃金格差の発生・拡大に

ついては，東京市の統計などについて，遅くとも1920

年を起点とすることができる「．このことは，戦間期に

おいて，労働組合や工場委員会の組織率の高い大企業

の賃金が，組織率の低い零細企業の賃金に対して，相

対的に上昇していたことを意味している．以上から，

戦間期における近代部門労働者の交渉力は，近代・伝

統部門間賃金格差に影響を与えていたことが推測され
る．

　7）南・小野旭（1977）pp．156－160．

　8）　尾高（1984）pp，141－152．

　9）　活間期における外国からの技術導入の代表例と

しては，古河電工と独ジーメンス社との合弁による富

士重工の設立（1923），横浜への米フォード社の進出

（1924），大阪への米G．M．社の進出（1927），三菱と米

Associated－Oi1社の合弁による三菱石油の設立
（1931）などがある（中馬1987；p．310）．また造船業・

鉄鋼業の技術革新については，それぞれ尾高（1984）
pp．171－180，岡崎（1993）pp．108－120，127－132を参照

されたい．

　10）斎藤修（1998）pp．50－55，岡崎（1990）pp．197－

198．

　11）隅谷（1966）pp．132－135，兵藤（1971）pp．404－

406，尾高（1984）pp．201－209，217，224－229．

　12）工場委員会制については，兵藤（1971）pp．367－

403，橋本（1984）pp．133－148，331－339を参照．

　13）　すなわち当時は政府による技術教育や外部労

働市場が未発達であり，高度でかつ細分・専門化した

技術に対応しうる熟練労働はこれを企業外から容易に

調達し得ず，企業自らが熟練労働の教育・養成をおこ

なう必要に迫られた（中馬1987；pp．309－312，清川

1989；pp．301－302）．熟練労働の育成にはそれなりの

時間を必要とした．製糸業においては，女工の繰糸技

術の練成に5年を要した（清川1989；p．304）．また造

船業では，三菱造船において見習職工の修業年限が4

年，技士などの基幹工については三菱工業学校におけ

る3－4年の教育を経てさらに2－3年の研修・実習を必

要とした．それでもなお1924－38年の期間において職

工が会社に完全に定着するまでには入職後7－8年かか

ったという（尾高1984；pp．208－209，217－224）．熟練

労働遺失のコストは企業にとって大きなものであり，

高度な技術を身につけた熟練労働者には企業に対して

かなりの交渉力が賦与されたのである．兵藤（1971；

pp．332）に引用されている当時の1労働者の言葉は，

彼らの賃金に対する権利意識の高まりを端的に表現し

ている．「俺は資本家に向かって唯俺達に当然分つべ
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き生産の割前，すなわち賃金を正直に渡してもらいた

いと要求するだけだ．夫れ以上温情も優遇も要求しな

い．・…・・俺達が要求したいのは，優遇に費やすような

ソンナ金があるのならば何卒俺達の賃金に夫れを加え

て賃金として増額し，そうして吾々に自由に使わせて

もらいたい事だ」

　14）　こうしたアプローチはinsider－outsiderモデ

ルと呼ばれる．insider－outsiderの理論については，

Oswald（1985），Solow（1985），Lindbeck　and　Snower

（1988），Gottfries（1992）を参照されたい．

　15）尾高（1984）第6章を参照されたい．

　16）　より一般的に，労働者が両部門財をあわせた

消費水準に関心があるとして，デフレーターを一般物

価水準（島と丹のなんらかの加重平均）としても，

以下の議論に影響はない．

　17）　あるいは（2）を次のようなルf，艶出口悪につ

いてのCES型効用関数
　　　π（o“，c。）＝｛6M（γ一1）17＋c。（7一’）1γ｝γノ（ア皿’）

から導かれる間接効用関数であるとみなしてもよい．

　18）　戦間期の農業の生産性は停滞的であった（中村

1971；p，185，尾高1989；pp．147－148）．以下では簡単

のため農業の技術進歩は無視する．

　19）実際，大川（1975）p．218，尾高（1989）pp．152－

153により，農業賃金は農業の平均生産性にかなり近

い値をとって推移していたことが明らかにされている．

　20）後に見るように（注22を参照されたい），企業

の利潤および労働者の期待効用は企業内訓練比率s
から独立になるので，ここでは簡単のため5は企業・

労働者にとって外生的とする．

　21）　こ二では労働組合が組合員の効用の総和を最

大化するものとして定式化している．あるいは個々の

組合員の効用を最大化するものとしても，以下の議論

の本質は変わらない．

　22）　（11）を（8），（9）へ代入することにより容易に

確認できるように，企業の利潤および労働者の期待効

用は，企業内訓練比率∫から独立になる．

　23）　（E1）の右辺は隅について単調減少であり，

Nが十分に大きければ，恥が0のとき正の値をとり，
陽→。。のときNα一1に収束する．従って（E1）は恥

についての正の一意な解をもつ．なお，本論のモデル

では小国の仮定により，財市場の均衡は考慮する必要

がない．

　24）　ここでαo～α5は次のように表される，

　αo＝｛logL70α一1－Alo9θo－Blo9（島召）o－Clo9風

　一Dlo91～ら十Elo9陥・o｝／（1十E）

　α1孔4／（1十E），α、＝1／（1＋E），α、

　＝β／（1十E），α、＝C／（1＋E），α，＝D／（1＋E）

　／1≡（1一α）LMoa〕／L70（β6あ＋1－6』）＞0，

　B≡（1一α）五M。／（1一β）五m＞0，

　C≡（レα）五M。／ゐ。。＞0，1）…（α一1）莇／L。。〈0，

　E≡（1一α）LM。耳z7。／（1一β）LTO（隅。＋7Yヒ）＞0

ただし隅。，乙〃。，五丁。（＝2V一ゐ〃。）は，外生変数の初期

条件（θ0，P70，（∫㌔θ）0，邸，莇）のもとにおける隅・，　LM，

五丁目均衡解である．

　25）　ここでう。～62は次のように表される．

　　ろ。＝Io9δo一わ1109θo一ろ210gW70，

　　δ1＝（β一1）θo（1＋7R／陽。）／βδ。〈0
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　　62＝　一恥07￥～｛61）一s十（1一θo）／β｝／δo〈o

ただしδ。，階。は，外生変数の初期条件（島，丹。，（島の。，

邸，八も）のもとにおけるδ，陽の均衡解である．

　26）バーゲニング・パワーのこのような指標化は，

戦後日本の製造業の賃金決定過程および産業間賃金格

差を分析した小野旭（1973）第5，9章においても行わ

れている。ただしそこでは，指標として労働組合の組

織率が用いられている．もっとも戦前の組合組織率の

データは推定値であり，しかも1920年代後半以降し

か得られので，ここではデータの完全な労働組合数を

使用することにした．

　27）技術係数召に1923－1929年に1をとる係数ダ

ミーDを設定したことについては，1920年代と1930
年代とで製造業の生産性上昇率の変化した可能性があ

るとするロナルド・ネピア（1981）pp，218－223の議論

を参照した．生産関数の計測期間は1920－1940年であ

り，推計方法は最尤法によった．推計結果は次のとお

りである．

　　　log（玲／LM）＝0．585十〇．48210g（1（／ム醒）

　　　　　　　　　　　　　（4．867）　　　　　　　　　　くる　の
　　　十〇．023ん一〇．0061）乃一〇．2111）1
　　　　（3．245）　　　　（一2．442）　　　　　　（一4．865）

　　　1ぞ2＝0．987，Z）M／＝2．014

ただしD1は1937年に1をとるダミー，回帰係数の
下の括弧内は’値である．各係数については，1漉の

係数が5％で有意，それ以外は1％で有意であった．

　28）　ただしこの推計結果は，連立方程式の誘導形

についてのものであるから，厳密には係数制約の問題

が残されていることを付言しておく．なお，バーゲニ

ング・パワーの指標として，労働組合の組織率（σ1，

労働運動史料委員会1959による推定値），労働組合数

を工場数で除したもの（σ2，工場数については，商工

省『工場統計表』から就業者数30人以上の工場数を計

算した）を用いた場合についても，（16），（17）の推計を

行った（ただし推計期間は，び1を用いたものについて

は1924－1939年，σ2を用いたものについては1920－

1939年である）．その結果，σ1の係数は〆1，6’Kのど

ちらも有意でなく，σ2の係数はα’1のみが有意とな

った．

　29）　（Q16）でα3が有意にならなかった理由として

は，戦訓期の日本において，1㌦6の上昇とともに，企

業内訓練比率sおよび訓練費用TRが上昇していた
可能性のあったことが考えられる．この場合には，3．

2節の（E1），（E2）からも知られるように，島θの恥

およびδへの影響は，理論的に明確でない．実際，尾

高（1984）pp．201－209において詳述されているように，

戦間期の日本においては，急速な技術進歩に伴って企

業内訓練の普及が見られる．また尾高（1984）pp．223－

224において分析されているように，日本の製造業の

企業内訓練は，景気の上昇局面で活発化し，下降局面

では停滞しており，特に景気が過熱すると職工の短期

養成制度のような簡便法が出現し，訓練の質も低下し

たといわれている．以上のことから，戦前の日本の景

気循環が物価循環としての性格をもっていた（中村

1971第6章，佐藤1981，橋本1984，岡崎1990を参照
されたい）ことを考慮すると，島6の上昇するときに

は企業内訓練がさかんとなり，訓練費用も上昇してい

たと考えられる．
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　そこでいま簡単のため，s，7Rが島2の連続で微
分可能な増加関数とすると，（16），（17）は次の2点で

変更される．①（16）ではα3の符号が理論的に不明確

となる．②（17）では説明変数として新たにlog島θが

加わるが，1091㌦召の係数の符号もまた理論的に明確

でない．以上の変更のもとで，本文中と同じ推計方法

を用いると，（Q16）は本文中と同じ式になるので，

（Q17）の推計結果のみを示すと，次のようになる．

　　　lo9δ＝1．281十〇．278109σ一〇．472109防
　　　　　　（1．370｝　　　（3．771）　　　　　　　　　　（一3．703）

　　　一〇．050109馬8
　　　　　むロ　り
　　　R2＝0．976，1）旧レ！＝1．843　　　　　　（（217／4）

ただし，係数の下の括弧内は’値である．（Q17A）で

島召の係数は非常に小さく，しかも有意でない．ま

た，その他の説明変数の係数，決定係数，ダーヴィ

ン・ワトソン比も本文中の（Q17）とほとんど変わらな

い．したがって∫，7況についての仮定を変更しても，

以下の議論の本質は変わらないので，本論では（Q16），

（Q17）をそのまま分析に用いることにする．

　30）注29の（Q17A）で1％εの係数が有意になって

いないことにも注意されたい．

　31）感応度テストは，ろ’FO．123とおいて（Q17）を

2段階最小2乗法によって推計しなおすことにより行

った．推計式は次のようなものである．

　　　10gδ＝3．216十〇．12310g〔ノー0。72310g陽
　　　　　　エ　　コ　の　　　　　　　　　　　　　て　　　　らユ

　　　1～2＝0．959，1）レF＝L41

係数の下の括弧内は’値である．なお，（Q16）につい

ては，本文中と同じものを用いた．

　32）　本論では生産関数の推計の便宜上，技術進歩

を中立的とした．しかし渡部（1970）第3章で指摘され

ているように，戦前日本の工業部門の技術進歩はむし

ろ労働節約的であったとすれば，ここでの結論にもな

お検討の余地は残されている．

　33）　戦前期における非1次産業の賃金変動の主因

が市場要因にあったことについては，南・尾高（1972）

第7章を参照されたい．なお，労使交渉の影響力が賃

金変動に対してよりもむしろ，労働組合の組織部門と

未組織部門との間の賃金構造に明瞭に現れる可能性は，

尾高（1966）においても議論されている．
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